
事業等の点検（ダム基本計画、総事業費、工期、堆砂計画、過去の洪水実績）について
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新丸山ダム 事業等の点検について

【点検の趣旨】

・この検討は今回の検証のプロセスに位置づけられている「検証対象ダム事業等の点検」の一環として行っているもの
であり、現在保有している技術情報等の範囲内で、今後の事業の方向性に関する判断とは一切関わりなく、現在の事
業計画を点検するものです。

・また、予断を持たずに検証を進める観点から、ダム事業の点検の検討に当たっても、さらなるコスト縮減や工期短縮
などの期待的要素は含まないこととしています。なお、検証の結論に沿っていずれの対策を実施する場合においても、
実際の施工に当たってはさらなるコスト縮減や工期短縮に対して最大限の努力をすることとしています。

○新丸山ダムの検証にかかる事業等の点検の考え方

１．ダム基本計画の見直し

・河川整備基本方針の策定（平成１９年１１月）に伴い計画外力等が変更されたため、ダム放流設備等の検討が必要となったことから、「新
丸山ダム建設に関する基本計画」の見直しに係る検討を行ってきた。

・ダム設計洪水流量の見直しを行うとともに、洪水調節方式の見直し及び予備放流方式を採用し、貯水池容量配分、ダム高を見直し。

・検証は、このダム計画の見直しを反映した変更計画（案）を点検対象とする。

２．総事業費の点検

○ダム事業費の精査
・変更計画（案）、及び平成2年度（基本計画策定年）以降現時点までに得られている用地調査、補償工事（付替道路）にかかる調査設計
や環境調査等の新たな情報を踏まえ、平成22年度以降の残事業費について、以下の観点から算定した。

１）自然条件等に対する設計・施工計画変更等
・実施済額については、契約実績を反映。

・調査・設計の進展により設計精度が向上した項目は、それを反映。

・今後の必要額の精査
・予備放流方式採用によるダム高の縮小に係る検討。

・予備放流方式採用によるダム高の縮小に伴う、発電施設等に係る特殊補償費の再検討。

・現状の道路機能を踏まえた、機能補償の観点からの付替道路の再検討。

・付替道路については、関係機関との協議中であるため幅を持って計上。

・特殊補償については、関係機関との協議中であるため最大額を計上。

２）物価の変動及び消費税の導入を反映
２



新丸山ダム 事業等の点検について

○検証による中断、遅延によるコストを点検

○遅延に伴う増（工事諸費、水理・水文観測、環境モニタリング等の継続調査、借地料等など年数の経過とともに増額）

○その他
・今後の調査や詳細設計等により、ダム本体及び仮設備及び付替道路等の諸施設の数量の増減や、環境保全措置の追加が生じる可
能性がある。

３．工期の点検

・平成2年5月の基本計画策定以降、現時点までの事業進捗状況等を踏まえ、さらに検証完了から計画的に事業を進めるために必要な

予算が確保されることを前提に工期を想定。

・工事の工程については、本体工事に向けた工事用道路の整備から先行して着手し、本体工事については必要な工期を確保すること

を想定。

４．堆砂計画の点検

・計画堆砂容量は、基礎データを平成21年まで延伸し、堆砂傾向が変化している平成2年以降の実績データ等をもとに点検を実施。

５．過去の洪水実績データの点検

・ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目「第４ 再評価の視点」（１）で規定されている「過去の洪水実績など 計画
の前提となっているデータ等について詳細に点検を行う。」に基づき、雨量データ及び流量データの点検を実施。

３



木曽川水系河川整備基本方針の目標（木曽川）
(1) 基本高水並びにその河道及び洪水調節施設への

配分に関する事項

基本高水は、昭和36年6月、昭和45年6月、昭和47年7月、昭和58年
9月洪水等の既往洪水について検討した結果、そのピーク流量を基準
地点犬山において19,500m3/secとし、このうち流域内の洪水調節施設
により6,000m3/secを調節して、河道への配分流量を基準地点犬山に

おいて13,500m3/secとする。

(2) 主要な地点における計画高水流量に関する事項

計画高水流量は、今渡において12,500m3/secとし、犬山において13，
500m3/sとする。さらに河口まで同流量とする。

(3) 主要な地点における計画高水位及び計画横断形

に係る川幅に関する事項

本水系の主要な地点における計画高水位及び計画横断形に係る概
ねの川幅は、次表のとおりとする。

(4) 主要な地点における流水の正常な機能を維持す

るため必要な流量に関する事項

木曽成戸地点から上流の今渡地点までの間における既得水利として
は、水道用水として約31m3/sec、工業用水として約12m3/sec、農業用水
として約77m3/secの合計約120m3/secの許可水利がある。

今渡地点における昭和51年～平成16年までの29年間のうち、欠測
を除く27年間の平均渇水流量は約86m3/sec、平均低水流量は約127
m3/secであり、10年に１回程度の規模の渇水流量は約67m3/secである。

今渡地点における流水の正常な機能を維持するため必要な流量は、
かんがい期では、概ね150m3/sec、非かんがい期では概ね80m3/secとし、
以て流水の適正な管理、河川環境の保全、円滑な水利使用等に資す
るものとする。

木曽川計画高水流量図（単位：m3/sec）

主要な地点における計画高水位
及び概ねの川幅一覧表

1,070※2 4.520.0河口〃

26049.5259.7犬山〃

43067.6869.4今渡木曽川

川幅
(m)

計画高水位
T.P.(m) ※1

河口または合流点
からの距離(km)

地点名
河川名

※１ T.P.：東京湾中等潮位
※２ 計画高潮位

※木曽川水系河川整備基本方針から抜粋
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北派川
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河
口

木曽川水系河川整備計画の目標（木曽川）
洪水、高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する目標

・過去の水害の発生状況、流域の重要度やこれまでの整備状況など、木曽川水系の治
水対策として計画対象期間内に達成すべき整備水準、河川整備基本方針で定めた最
終目標に向けた段階的な整備などを含めて総合的に勘案し、以下のとおりとする。

・戦後最大洪水となる昭和58年9月洪水と同規模の洪水が発生しても、安全に流下させ
ることを目標する。

・計画規模を上回る洪水が発生した場合、整備途上での施設能力以上の洪水が発生し
た場合、大規模地震の直後に洪水に見舞われた場合の被害をできるだけ軽減するた
めに必要な危機管理対策を実施する。

※木曽川水系河川整備計画から抜粋

整備計画流量図（m3/sec）

■基準地点
●主要地点

※13,500とは現況の流下能力を踏まえ基本方針に対応した
基準地点犬山下流における流量
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河川の整備の実施に関する事項 新丸山ダムの建設

※木曽川水系河川整備計画より一部抜粋

・既設丸山ダム(重力式コンクリートダム）を嵩上げすることにより、新たに66,830千m3の容
量を確保し、洪水調節、既得取水の安定化及び河川環境の保全等のための流水の確保、
発電の目的を有する多目的ダムとして新丸山ダムを建設する。

・新丸山ダムは、戦後最大洪水となる昭和58年9月洪水に対して、新丸山ダム及び既設ダ
ムにより約4,000m3/secの洪水調節を行うことができる。

・新丸山ダムは特定多目的ダム法第4条に基づく「新丸山ダム建設に関する基本計画」が
策定されているが、河川整備基本方針の策定に伴い計画外力等が変更されたため、ダム
放流設備等の検討が必要となった。今後これらの検討を行い,必要に応じて「新丸山ダム建
設に関する基本計画」の変更を行う。

■新丸山ダム建設事業

６



常時満水位
EL186.3m

最低水位
EL170.8m

サーチャージ水位 EL205.3m

新丸山ダム事業の計画変更と事業費の点検について
平成２年５月 ダム基本計画策定 事業費１，８００億円

変更計画（案）（嵩上げ高20.2ｍ）

洪水調節容量
7,200万m3

洪水調節容量
7,200万m3

（5,700万m3+1,500万m3）

不特定容量
1,500万m3

発電容量
1,822万m3

不特定容量
1,500万m3

発電容量
1,822万m3

堆砂容量
4,113万m3

堆砂容量
4,113万m3

サーチャージ水位 EL209.4m

ダム天端高 EL214.3m

ダム天端高 EL210.2m

常時満水位
EL186.3m

最低水位
EL170.8m

現計画（嵩上げ高24.3ｍ）

ダム検証（変更計画（案））対象事業費 約 １，９００億円～２，０００億円

■平成１９年１１月 河川整備基本方針策定（計画規模、基本高水等の変更）

予備放流方式

ＥＬ179.8m

ＥＬ179.8m

トータル : 約100億～200億円 増

ダム基本計画の見直し

・基本方針策定に伴う、計画外力
等の変更の反映

・ダム設計洪水流量の見直し
（15,500m3/s ⇒ 13,500m3/s）

・洪水調節方式の見直し
（一定率一定量方式

⇒ 二段階放流）

・予備放流方式の採用

◆変更計画（案）

・貯水池容量配分の見直し
・ダム高の見直し

・実施済み額の反映
・調査・設計の進捗により設計精度
が向上した項目の反映

・今後の必要額の精査

■自然条件等に対する設計・施工
計画の変更等

■物価の変動及び
消費税の導入の反映

約200億円 増

■ダム基本計画の変更計画（案）
の反映

事業費の点検

【ダム関係】
・予備放流方式採用によるダム高
の縮小に係る検討

【特殊補償関係】
・ダム高の縮小に伴う特殊補償費
の再検討

【用地補償関係】
・現状の道路機能を踏まえ、機能
補償の観点からの付替道路の
再検討

約300億円 増

約300億円～400億円 減

７



犬山基準地点

岩屋ダム

味噌川ダム

阿木川ダム

犬山基準地点

岩屋ダム

味噌川ダム

阿木川ダム

【【木曽川木曽川】】

流域面積：流域面積：5,2755,275㎞㎞22

((犬山基準地点：犬山基準地点：4,6844,684㎞㎞22))

幹川流路延長：幹川流路延長：229229㎞㎞

【【新丸山ダム新丸山ダム】】

流域面積：流域面積：2,4092,409㎞㎞22

河口からの位置：約河口からの位置：約9090㎞㎞

■予備放流方式の検討 ⇒ 流域面積が大きい新丸山ダムの特徴と対応の可能性

○確実な洪水の予測が必要．⇒新丸山ダムまで洪水が到達する時間が長いため、降雨予測のみに頼らず、上流の多くの既設ダ
ムの実績流量データを基にした、精度の高い洪水予測が可能．

○確実な洪水警戒態勢の確立、河川利用者の安全確保が必要．⇒流域面積が大きいことから、比較的小雨域（局地的）での発
生が多い集中豪雨の影響は受けにくく、洪水が到達する時間が長いことから、この時間により態勢の確立、河川利用者の安全
確保が可能．

○放流した容量の早期の回復が必要。 ⇒小規模な洪水においても，予備放流の対象である不特定容量1,500万m3に対して、ダ

ム地点の流量が比較的大きいため、洪水の減水期における貯留により、容量の回復が容易．

【出典】国土交通省中部地方整備局：第3回木曽川水系流域委員会，資料-4 (加筆)，2007.5.21

新丸山ダム

ダム関係：予備放流方式の採用によるダム高の縮小に係る検討①
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ダム天端 ＥＬ214.3m

洪水調節容量
7200万㎥

不特定容量
1500万㎥

発電容量
1822万㎥

堆砂容量

4113万㎥

ｻｰﾁｬｰｼﾞ水位 ＥＬ209.4m

常時満水位
ＥＬ186.3m

最低水位
ＥＬ170.8m

現計画 変更計画（案）(予備放流方式)

<嵩上げ高 24.3m> <嵩上げ高 20.2m>

■変更計画（案）は、ダムの洪水調節が必要となる前に、不特定容量1,500万m3を予備放流し，現計画と同量の洪水
調節容量7,200万m3を確保

■ これにより、ダムの嵩上げ高を約４．１ｍ縮小

【洪水調節容量】
現計画：7,200万m3 ⇒ 変更計画（案）：5,700万m3 ＋ 予備放流1,500万m3 ＝ 7,200万m3

【不特定容量】
現計画：1,500万m3 ＝ 変更計画（案）：1,500万m3

■変更計画（案）は、ダムの洪水調節が必要となる前に、不特定容量1,500万m3を予備放流し，現計画と同量の洪水
調節容量7,200万m3を確保

■ これにより、ダムの嵩上げ高を約４．１ｍ縮小

【洪水調節容量】
現計画：7,200万m3 ⇒ 変更計画（案）：5,700万m3 ＋ 予備放流1,500万m3 ＝ 7,200万m3

【不特定容量】
現計画：1,500万m3 ＝ 変更計画（案）：1,500万m3

ダム天端 ＥＬ210.2m

不特定容量
1500万㎥

発電容量
1822万㎥

堆砂容量
4113万㎥

ｻｰﾁｬｰｼﾞ水位 ＥＬ205.3m

常時満水位
EL186.3m

ＥＬ179.8m

予備放流方式

最低水位
ＥＬ170.8m

約4.1ｍ縮小

洪水調節容量
7200万㎥

（5700万m3＋1500万m3）

ＥＬ179.8m

ダム関係：予備放流方式の採用によるダム高の縮小に係る検討②
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常時満水位

サーチャージ水位

不特定容量

二段階放流・予備放流方式のイメージ

【新丸山ダム地点】

時間→

ダ
ム
流
入
量

ダ
ム
水
位

洪水調節が必要となる前に、不特定容量分
1,500万m3の放流を行う

累加雨量、上流ダム流入・放流量等で
洪水予測を行い、予備放流開始を判断

予備放流
不特定容量 1,500万m3

ダム水位

雨量（ダム上流）

上流ダム調節後流入量

洪水調節後放流量
予備放流量

ダム水位

確保した洪水調節容量に洪水を貯留し、
下流への放流量を軽減

洪水初期

常時満水位

不特定容量

サーチャージ水位

予備放流が完了し、洪水調節に必要な
7,200万m3の容量を確保

予備放流開始時 予備放流完了時 洪水調節時

4,600m3/s

5,700m3/s

洪水調節容量
へ貯留

1,500万m3 7,200万m3

サーチャージ水位

二段階放流による
洪水調節

ダム放流量・流入量

予備放流期間

常時満水位 常時満水位

不特定容量

１０



特殊補償関係：ダム高の縮小に伴う特殊補償費の再検討

洪水吐 ｹﾞｰﾄ

笠
置
ダ
ム

新
丸
山
ダ
ム
（
現
計
画
）

丸山発電所

○水位の上昇が縮小されるため、笠置発電所へ溢水が生じないよう防水壁の嵩上げで対応が可能

○落差の減少による永久減電を縮減するため、既設発電所を改良

○笠置ダムの洪水吐ゲートには影響しないため、笠置ダムの改良は行わない

○水位の上昇が縮小されるため、取水口、導水路、調圧水
槽、水圧鉄管等の補強対策を縮減可能

▽洪水時の水位低下

予備放流方式により嵩上
げ高さを約4.1m縮小

○水位の上昇により、発電施設の水圧が上がり、発電施設
の取水口、導水路、調圧水槽、水圧鉄管等の補強対策が
必要

基本計画

変更計画（案）

丸山・新丸山発電所 笠置ダム・笠置発電所

▽洪水時の水位低下

新丸山発電所

PP

P

笠置ダム

笠置発電所

既設防水壁

■現計画では、２４．３ｍの嵩上げにより影響を受ける、関西電力㈱の丸山・新丸山発電所の補強対策、笠置発電
所の移設、及び笠置ダムの改良に要する費用を特殊補償費として計上

■変更計画（案）では、嵩上げ高が約４．１ｍ縮小されることにより、丸山・新丸山発電所、笠置ダム・笠置発電所
への影響が軽減されることから、特殊補償費について再検討

■可能な限りコスト縮減を図ることとしつつ、関西電力㈱との調整を引き続き実施しているところであるため、特殊
補償費について、現時点で想定している最大値を計上

■現計画では、２４．３ｍの嵩上げにより影響を受ける、関西電力㈱の丸山・新丸山発電所の補強対策、笠置発電
所の移設、及び笠置ダムの改良に要する費用を特殊補償費として計上

■変更計画（案）では、嵩上げ高が約４．１ｍ縮小されることにより、丸山・新丸山発電所、笠置ダム・笠置発電所
への影響が軽減されることから、特殊補償費について再検討

■可能な限りコスト縮減を図ることとしつつ、関西電力㈱との調整を引き続き実施しているところであるため、特殊
補償費について、現時点で想定している最大値を計上

○水位の上昇により、笠置発電所が水没するため、発電所を移設

○落差の減少による、発生電力の低下、発生電力量の減少に伴う、永久減電補償の発生

○笠置ダム洪水吐ゲートに新丸山ダムの背水位が影響するため、ゲートの改良が必要

変
更
計
画
（
案
）
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用地補償関係：機能補償の観点からの付替道路の再検討
【付替道路】
・現在の付替道路計画については、岐阜県との協定や水源地域整備計画により定めている。
・現状の道路機能を考慮し、機能補償の観点で再整理を実施。
・機能確保の必要性や線形や勾配の見直し等により可能な限りのコスト縮減を図ることとしつつ、岐阜県等との調整
を引き続き実施しているところであるため、今回事業費に幅を持たせて計上。

新丸山ダム付替道路 整備状況

凡例

整備残区間

整備済区間

工事用道路残整備区間

付替国道418号（潮南以東）

付替県道
大西瑞浪線

付替県道
井尻八百津線

新丸山ダム
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新丸山ダムの総事業費(現計画）

【当初計画の内容】

◆新丸山ダムの建設に関する基本計画 平成2年5月11日（建設省告示第1075号）
◆総事業費 1,800億円（昭和63年単価）
◆事業工期 昭和55年から平成14年までの予定

※基本計画における工期・事業費は、検証に係る検討期間中に新たな段階に入らないという条件は考慮されていない。

【事業の進捗状況】

◆平成21年度迄執行額 約635億円
◆事業段階 生活再建段階
◆工事関係 昭和63年11月より工事用道路に着手
◆補償関係 平成4年8月より用地取得に着手 （用地補償基準妥結 平成4年3月）

平成12年12月 家屋(49戸) 移転完了
平成22年3月 付替道路国道418号を潮南以西まで供用

【事業費の積み上げの考え方】

◆現計画の事業費は、最新の概略設計を基に数量を算出し、単価は積算基準に基づく標準的な施工方法や他
ダム事業の類似の施工事例等に基づき算出した単価等を用いて積み上げ。

【現計画（第1回変更）の内容】

◆新丸山ダムの建設に関する基本計画 平成17年 6月 10日（国土交通省告示第588号）
◆総事業費 1,800億円（昭和63年単価）
◆事業工期 昭和55年から平成28年までの予定

※基本計画における工期・事業費は、検証に係る検討期間中に新たな段階に入らないという条件は考慮されていない。
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（平成２３年３月末時点）

補償基準他 平成４年３月　一般補償基準妥結 （地権者との用地補償等に係る基準は全て妥結）

９８％（１１５ｈａ）

１００％（４９戸）

３２％（１０．１ｋｍ）

５６％（８．６ｋｍ）

…用地取得

試験湛水

付替道路
（国道418号）
（１５．４ｋｍ）

用地取得
（１１８ｈａ）

家屋移転
（４９戸）

付替道路
（全体）

（３１．６ｋｍ）

ダム本体及び関連工事

…付替道路

仮排水トンネル 基礎掘削 コンクリート打設

新丸山ダム事業の進捗状況

○事 業 状 況

・平成22年3月 付替道路一般国道418号潮南まで供用開始（丸山トンネル～潮南）供用開始

・用地取得、工事用道路の工事を実施

・環境調査結果のとりまとめを実施
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総事業費の点検（中間的な整理）

１５

（単位：億円）

① 金額 内容 金額 内容

建設費 1,742.0 567.2 0.0 0.6

工事費 832.1 151.7 0.0 0.2

ダム費 596.9

・自然条件等に対する設計・施工計画の変更による金額の変更（△16.4億円）
　（転流工、本体掘削、旧堤体コンクリート取り壊し、ボーリンググラウト、堤体工、
　　止水及び継目工、放流設備等））
・物価の変化による金額の変更（68.6億円）
・消費税の導入による金額の変更（32.5億円）

0.0

管理設備費 17.6

・自然条件等に対する設計・施工計画の変更による金額の変更（7.0億円）
　（通信観測設備、放流制御設備、集中管理設備、電気設備、建物等）
・物価の変化による金額の変更（1.8億円）
・消費税の導入による金額の変更（1.3億円）

0.0

仮設備費 202.6

・自然条件等に対する設計・施工計画の変更による金額の変更（9.7億円）
　（ダム用仮設備、工事用道路、雑工事等）
・物価の変化による金額の変更（6.6億円）
・消費税の導入による金額の変更（10.1億円）

151.7 0.2 工事用道路維持

工事用動力費 15.0
・自然条件等に対する設計・施工計画の変更による金額の変更（△7.0億円）
・物価の変化による金額の変更（0.7億円）
・消費税の導入による金額の変更（0.4億円）

0.0

測量及び試験費 69.5

・自然条件等に対する設計・施工計画の変更による金額の変更（133.2億円）
　（測量、地質調査、ダム本体設計・施工計画の調査検討、工事用道路・付替道路の調査検討、
　　環境影響検討の調査検討等）
・物価の変化による金額の変更（5.9億円）
・消費税の導入による金額の変更（8.5億円）

　＊付替道路において県等と調整中のため、設計費等についても幅をもって計上
                                                    （約9億円の調整幅）

146.8 0.3 水文観測、電算端末機維持

用地費及び補償費 773.0 251.8

用地費及び補償費 529.3

・自然条件等に対する設計・施工計画の変更による金額の変更（△177.3億円）
　（一般補償、公共補償、特殊補償）
・物価の変化による金額の変更（28.4億円）
・消費税の導入による金額の変更（2.4億円）

　＊特殊補償において関西電力と調整中であり、想定される最大額を計上。

103.9

補償工事費 241.3

・自然条件等に対する設計・施工計画の変更による金額の変更（△8.9億円）
　（付替道路（国道・県道、林道、町道））
・物価の変化による金額の変更（9.3億円）
・消費税の導入による金額の変更（9.8億円）

　＊付替道路において県等と調整中（約99億円の調整幅）

146.1

生活再建対策 2.4 ・自然条件等に対する設計・施工計画の変更による金額の変更（△0.6億円） 1.8

船舶及び機械器具費 55.0
・自然条件等に対する設計・施工計画の変更による金額の変更（△38.1億円）
・物価の変化による金額の変更（0.9億円）
・消費税の導入による金額の変更（0.8億円）

8.6

営繕・宿舎費 12.4
・今後必要額の精査による金額の変更（△1.4億円）
・物価の変化による金額の変更（0.2億円）
・消費税の導入による金額の変更（0.4億円）

8.3 0.2
借地・建物借り上げ費、維持
経費

工事諸費 58.0 ・今後必要額の精査による金額の変更（78.4億円） 68.3 2.4
人件費・事務費、広報費、車
両費等

事業費 1,800.0 635.4 0.0 3.1

 注１：四捨五入の関係で、合計と一致しない場合がある。

 注２：中間的な整理であり今後数量変更の可能性がある。

1,858.8
～

1,967.2

58.8
～

167.2

1,223.3
～

1,331.7

208.2
～

217.1

138.6
～

147.6

61.4
～
70.4

536.8
～

636.1

-236.2
～

-136.9

285.0
～

384.3

152.2
～

251.5

新丸山ダム建設事業　総事業費の点検結果（中間的な整理）

工事中断に伴う要素 工期遅延（１年）に伴う要素項 細目 工種

事業検証に伴う要素

H21迄

実施済み額

9.1

0.0

現計画事業費
（H2策定）

Ｓ63Ｐ
増減理由（③）

947.5

1,722.4
～

1,830.8

-19.6
～

88.8

1,155.2
～

1,263.6

-89.1
～

10.2

点検後事業費

Ｈ22Ｐ

②

増減額

③＝②－①

795.8

681.5

27.7

77.4

H22以降

残額

18.5 -36.5

681.5

115.4

84.6

27.7 10.1

26.5229.1

-146.5

9.1 -5.9

382.8

1.8 -0.6

136.4 78.4

11.5 -0.9

68.1

278.9

9.9

3.3

6.1
～

105.4



1 4 7 10 13 16 19 22 25 28 31 34 37 40 43 46 49 52 55 58 61 64 67 70 73 76 79 82 85 88 91 94 97 100 103 106 109 112 115 118 121 124 127 130 133 136 139 142 145 148 151 154 157 160 163 166 169 172 175 178 181 184 187 190

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
3 6 9 12 15 18 21 24 27 30 33 36 39 42 45 48 51 54 57 60 63 66 69 72 75 78 81 84 87 90 93 96 99 102 105 108 111 114 117 120 123 126 129 132 135 138 141 144 147 150 153 156 159 162 165 168 171 174 177 180 183 186 189 192

転流工

本体掘削

旧堤体コンクリート撤去

堤体工

骨材設備

ｺﾝｸﾘｰﾄ設備

工事用道路

（資材運搬線）

工事用道路

（原石山線）

管理設備

試験湛水

付替道路

(国道418号,県道等)

特殊補償

（発電）

　注１：本体工事等の工程は、検証の結果、事業継続になった場合の事業完了までに必要な期間を示したものである

　注２：補償等の用地関係の工程は、ダム本体掘削着手までに終了させることを想定したものである。

12年8年
経過月

13年 14年 15年 16年9年 10年 11年

新丸山ダム建設事業　工期の点検結果

1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年

補
償
等

本
体
工
事
等

用地関係

検証作業

本
省
に
よ
る
対
応

方
針
等
の
決
定

用地交渉・各種協議

閉塞進入路工事

（試験湛水開始までに付替完了）

補償基準妥結契約

完
了

工期の点検

工程

新丸山ダム建設事業 工期の点検結果
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堆砂計画の点検①
【現計画の堆砂計画】

・丸山ダム完成後の昭和30年～昭和62年の堆砂データから、堆砂傾向が安定している昭和48年～昭和62年を基本堆砂データ期間として、
この期間の平均年堆砂量等を基に、新丸山ダム完成100年後までの基本流入土砂量を7,663万m3と算定。

・基本流入土砂量に対して、阿木川ダム等の新規ダムや砂防事業による土砂流入抑止量6,771万m3を考慮して、計画流入土砂量を892万m3

と算定。

・丸山ダムの昭和62年時点の堆砂量3,156万m3と計画流入土砂量の計4,048万m3が、丸山ダムの堆砂容量780万m3＋死水容量3,333万m3の
計4,113万m3を上回らないことを確認し、堆砂容量を4,113万m3に設定。

◆◆現計画の堆砂計画現計画の堆砂計画

昭和62年堆砂量

7,663万ｍ3 － 6,771万ｍ3 ＝ 892万ｍ33,156万ｍ3 ＋ 4,048万ｍ3 ＜ 4,113万ｍ3＝

基本流入土砂量 土砂流入抑止量 計画流入土砂量 計画堆砂量 現行計画の堆砂容量

ダム天端 ＥＬ190.0m

洪水調節容量

2017万m3

ｻｰﾁｬｰｼﾞ水位 ＥＬ188.3m

常時満水位

ＥＬ179.8m

最低水位

ＥＬ170.8m

発電容量

1822万m3

堆砂容量

780万m3

丸山ダム

死水容量

3333万m3

容量

4113万m3

ダム天端 ＥＬ214.3m

ｻｰﾁｬｰｼﾞ水位 ＥＬ209.4m

常時満水位

ＥＬ186.3m

最低水位

ＥＬ170.8m

洪水調節容量

7200万m3

不特定容量

1500万m3

発電容量
1822万m3

昭和62年堆砂量
3156万m3

新丸山ダム（現計画）

計画流入土砂量

892万m3

計画堆砂量
4048万m3

現行計画
堆砂容量

4113万m3
＜

丸山ダムの累年堆砂量
均衡状態

S
4
8
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3
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基本堆砂データ期間
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堆砂計画の点検②
【堆砂計画の点検】

・実績堆砂データを平成21年まで延伸。近年の丸山ダムでは、堆砂傾向が均衡した状態。

・丸山ダムの堆砂は、上流に階段状に設置されている笠置・大井ダムで行われている砂利採取の影響を受けており、３ダムの砂利採取を戻
した累年堆砂量に統計的に有意な強い相関が確認されることから、３ダムを一つの貯水池と考えて、その堆砂傾向から砂利採取の影響を
排除してダム完成後100年※１の堆砂量を推定。

・丸山ダム上流では、平成2年に阿木川ダム、平成8年に味噌川ダムが完成しており、年堆砂量を見ると平成2年を境に減少していることから、
基本堆砂データ期間は、平成2年～平成21年に設定。

・３ダムの年堆砂量※２より、ダム完成100年後までの３ダムの基本流入土砂量を4,036万m3と推定。土砂流出抑止量は、砂防事業及び砂利
採取による抑止量3,868万m3を見込む。

・以上より、３ダムの計画流入土砂量を167万m3とし、全て新丸山ダムに堆砂するものとして安全側に仮定しても、ダム完成100年後の堆砂量
は3,842万m3であり、現ダムの堆砂容量＋死水容量より設定されている、新丸山ダムの堆砂容量4,113万m3に収まることを確認。

※１ ダム完成100年後は、平成21年を基準年として、建設期間18年＋100年＝118年と仮定。

※２ ３ダムの砂利採取を戻した年堆砂量は３４万m３であり、年堆砂量の確率変動を評価するために年堆砂量の期待値（確率年堆砂量）を求めれば２６万m３となり小さくなるが、安全面からも近似線形より求めた年堆砂量を採用

丸山・笠置・大井の３ダム合計累年堆砂量

◆◆堆砂計画の点検堆砂計画の点検

4,036万ｍ3 － 3,868万ｍ3 ＝ 167万ｍ33,674万ｍ3 ＋ 3,842万ｍ3 ＜ 4,113万ｍ3＝

平成21年堆砂量 基本流入土砂量 土砂流入抑止量 計画流入土砂量 計画堆砂量 現行計画の堆砂容量

河川縦断図のイメージ

丸山ダム

多目的ダム （発電・洪水調節）

笠置ダム

発電専用ダム

大井ダム

新丸山ダム

砂利採取：約21万m3/年

年堆砂量：約34万m3

H08(1996)

味噌川ダム完成

H02(1990)

阿木川ダム完成

S41(1966)

大井ダム
砂利採取開始

S50(1975)

笠置ダム
砂利採取開始

年平均砂利採取量
S41-H21：21万m3/年
H02-H21：21万m3/年

5000万m3

5500万m3

6000万m3

6500万m3

7000万m3

7500万m3

1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
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丸山・笠置・大井ダム累年堆砂量(砂利戻し)(S42-H01)
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西暦

年堆砂量：約72万m3

砂利採取戻し

今回の点検における基本堆砂統計データ期間
平成2年～平成21年
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○点検の内容

・雨量データについては、日雨量データと時間雨量データの比較、近傍観測所間の雨量データ
の比較などを行い、必要に応じて自記紙、旬表等との照合を実施する。

・流量データについては、観測値の異常の有無、上下流の時系列変化の状況の確認などを行
い、必要に応じて自記紙、旬表等との照合を実施する。

○点検の目的

・ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目「第４ 再評価の視点」（１）で規定さ
れている「過去の洪水実績など計画の前提となっているデータ等について詳細に点検を行う。」
に基づき、雨量データ及び流量データの点検を行う。

○点検の概要

・昭和31年から平成21年までの雨量・流量データについて、これらのデータの中に異常値がな

いか、近傍観測所間の雨量データの比較、上下流のピーク流量データの時系列変化等の点検
を行っているところ。

過去の洪水実績データの点検

木曽川 雨量及び流量データの点検
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